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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋳型外側に、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備えると
ともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度が１０°以上３０°未満の浸漬
ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位置の間
に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部磁極に
各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、Ｃを０．００３質量％以下含有する
極低炭素鋼を連続鋳造するに際し、
　下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５０００を満足する化学成分を有する溶鋼を、
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
　鋳造速度０．７５ｍ／分以上で、下記条件（イ）、（ロ）に従って連続鋳造し、
　・条件（イ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（a）～（i）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０．０３～０．１５Ｔ、下部磁極に印加する直流磁界の強度
を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（a）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５未満
　　（b）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未満
　　（c）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分未
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満
　　（d）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未
満
　　（e）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分未
満
　　（f）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分未
満
　　（g）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分未
満
　　（h）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分未
満
　　（i）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分未
満
　・条件（ロ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（j）～（s）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０.１５Ｔ超０．３０Ｔ以下、下部磁極に印加する直流磁界
の強度を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（j）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以上３．０５ｍ／分以
下
　　（k）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以上
３．０５ｍ／分以下
　　（l）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（m）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（n）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１５５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（o）スラブ幅１５５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上２．８５ｍ／分以下
　　（p）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以
上２．６５ｍ／分以下
　　（q）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（r）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（s）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　鋳造されたスラブを熱間圧延して熱延鋼板とし、該熱延鋼板を酸洗した後、冷間圧延す
るに際し、下記（a）式を満足するように、時間ｔ又は／及び鋼板の最高表面温度Ｔを制
御することを特徴とする鋼板の製造方法。
　Ｈc/Ｈo＞ exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）｝　　…（a）
　　但し　Ｈo：酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度（質量ppm）
　　　　　Ｈc：冷間圧延条件により決まる、ブリスターによる表面品質不良が発生する
冷間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃度（質量ppm）
　　　　　ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始までの時間（秒）
　　　　　Ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始前における鋼板の最高表面温度（Ｋ）（但し、
この鋼板表面温度は、酸洗終了後、冷間圧延前に鋼板を加熱した場合の鋼板表面温度を含
む。）
【請求項２】
　酸洗後、冷間圧延前の熱延鋼板を、酸洗終了直後の鋼板温度よりも高い温度に加熱する
ことを特徴とする請求項１に記載の鋼板の製造方法。
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【請求項３】
　連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、表面乱流エネルギーが０．００１０～０．００１５ｍ２

／ｓ２、表面流速が０．３０ｍ／ｓ以下、溶鋼－凝固シェル界面での流速が０．０８～０
．１５ｍ／ｓであることを特徴とする請求項１または２に記載の鋼板の製造方法。
【請求項４】
　連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、表面流速が０．０５～０．３０ｍ／ｓであることを特徴
とする請求項３に記載の鋼板の製造方法。
【請求項５】
　連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、溶鋼－凝固シェル界面での流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ
／Ｂが１．０～２．０であることを特徴とする請求項３または４に記載の鋼板の製造方法
。
【請求項６】
　連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、溶鋼－凝固シェル界面での気泡濃度が０．００８ｋｇ／
ｍ３以下であることを特徴とする請求項３～５のいずれかに記載の鋼板の製造方法。
【請求項７】
　連続鋳造機で鋳造されるスラブ厚さが２２０～３００ｍｍ、連続鋳造機の浸漬ノズルの
内壁面からの不活性ガス吹き込み量が３～２５ＮＬ／分であることを特徴とする請求項６
に記載の鋼板の製造方法。
【請求項８】
　連続鋳造機の浸漬ノズルのノズル浸漬深さを２３０～２９０ｍｍとすることを特徴とす
る請求項１～７のいずれかに記載の鋼板の製造方法。
【請求項９】
　連続鋳造機の浸漬ノズルのノズル内径（但し、溶鋼吐出孔の形成位置でのノズル内径）
を７０～９０ｍｍとすることを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の鋼板の製造方
法。
【請求項１０】
　連続鋳造機の浸漬ノズルの各溶鋼吐出孔の開口面積を３６００～８１００ｍｍ２とする
ことを特徴とする請求項１～９のいずれかに記載の鋼板の製造方法。
【請求項１１】
　鋳型外側に、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備えると
ともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度が１０°以上３０°未満の浸漬
ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位置の間
に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部磁極に
各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、Ｃを０．００３質量％以下含有する
極低炭素鋼を連続鋳造する方法であって、
　下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５０００を満足する化学成分を有する溶鋼を、
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
　鋳造速度０．７５ｍ／分以上で、下記条件（イ）、（ロ）に従って連続鋳造することを
特徴とする鋼の連続鋳造方法。
　・条件（イ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（a）～（i）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０．０３～０．１５Ｔ、下部磁極に印加する直流磁界の強度
を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（a）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５未満
　　（b）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未満
　　（c）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分未
満
　　（d）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未
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満
　　（e）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分未
満
　　（f）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分未
満
　　（g）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分未
満
　　（h）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分未
満
　　（i）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分未
満
　・条件（ロ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（j）～（s）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０.１５Ｔ超０．３０Ｔ以下、下部磁極に印加する直流磁界
の強度を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（j）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以上３．０５ｍ／分以
下
　　（k）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以上
３．０５ｍ／分以下
　　（l）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（m）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（n）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１５５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（o）スラブ幅１５５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上２．８５ｍ／分以下
　　（p）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以
上２．６５ｍ／分以下
　　（q）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（r）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（s）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
【請求項１２】
　鋳型内の溶鋼は、表面乱流エネルギーが０．００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２、表面
流速が０．３０ｍ／ｓ以下、溶鋼－凝固シェル界面での流速が０．０８～０．１５ｍ／ｓ
であることを特徴とする請求項１１に記載の鋼の連続鋳造方法。
【請求項１３】
　鋳型内の溶鋼は、表面流速が０．０５～０．３０ｍ／ｓであることを特徴とする請求項
１２に記載の鋼の連続鋳造方法。
【請求項１４】
　鋳型内の溶鋼は、溶鋼－凝固シェル界面での流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂが１．０
～２．０であることを特徴とする請求項１２または１３に記載の鋼の連続鋳造方法。
【請求項１５】
　鋳型内の溶鋼は、溶鋼－凝固シェル界面での気泡濃度が０．００８ｋｇ／ｍ３以下であ
ることを特徴とする請求項１２～１４のいずれかに記載の鋼の連続鋳造方法。
【請求項１６】
　鋳造されるスラブ厚さが２２０～３００ｍｍ、浸漬ノズルの内壁面からの不活性ガス吹
き込み量が３～２５ＮＬ／分であることを特徴とする請求項１５に記載の鋼の連続鋳造方
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法。
【請求項１７】
　浸漬ノズルのノズル浸漬深さを２３０～２９０ｍｍとすることを特徴とする請求項１１
～１６のいずれかに記載の鋼の連続鋳造方法。
【請求項１８】
　浸漬ノズルのノズル内径（但し、溶鋼吐出孔の形成位置でのノズル内径）を７０～９０
ｍｍとすることを特徴とする請求項１１～１７のいずれかに記載の鋼の連続鋳造方法。
【請求項１９】
　浸漬ノズルの各溶鋼吐出孔の開口面積を３６００～８１００ｍｍ２とすることを特徴と
する請求項１１～１８のいずれかに記載の鋼の連続鋳造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁力によって鋳型内の溶鋼流動を制御しながら溶鋼を鋳造する鋼の連続鋳
造方法と、この連続鋳造方法で鋳造された鋳片を用いた鋼板の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　鋼の連続鋳造では、タンディッシュ内に入れられた溶鋼が、タンディッシュ底部に接続
された浸漬ノズルを通じて連続鋳造用鋳型内に注入される。この場合、浸漬ノズルの吐出
孔から鋳型内に吐出される溶鋼流に、アルミナクラスターなどの非金属介在物や、上ノズ
ルの内壁面から吹き込まれた不活性ガス（アルミナなどの付着・堆積によるノズル閉塞を
防止するために吹き込まれる不活性ガス）の気泡が随伴するが、これが凝固シェルに捕捉
されると、製品欠陥（介在物性欠陥、気泡性欠陥）となる。また、メニスカスに達した溶
鋼上昇流にモールドフラックス（モールドパウダー）が巻き込まれ、これも凝固シェルに
捕捉されることにより製品欠陥となる。
【０００３】
　従来、溶鋼中の非金属介在物、モールドフラックス、気泡が凝固シェルに捕捉され、製
品欠陥となることを防止するために、鋳型内で溶鋼流に磁界を印加し、磁界による電磁気
力を利用して溶鋼の流動を制御することが行われており、この技術に関して数多くの提案
がなされている。
　例えば、特許文献１には、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁
極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動する方法が開示されている。この方法は
、浸漬ノズルの吐出口から吐出された後、上昇流と下降流に分かれる溶鋼流のうち、下降
流を下部の直流磁界で制動し、上昇流を上部の直流磁界で制動することで、溶鋼流に随伴
する非金属介在物やモールドフラックスが凝固シェルに捕捉されないようするものである
。
【０００４】
　また、特許文献２には、特許文献１と同じく鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁
極と１対の下部磁極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動するとともに、上部磁
極または下部磁極に交流磁界を重畳して印加する方法が開示されている。この方法は、特
許文献１と同様の直流磁界による溶鋼流の制動を行うとともに、交流磁界による溶鋼の撹
拌により、凝固シェル界面での非金属介在物などの洗浄効果を得ようとするものである。
　さらに、特許文献３には、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁
極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動する方法において、直流磁界の強度、上
部電極と下部電極の直流磁界の強度比を特定の数値範囲とする方法が開示されている。
　また、特許文献４，５には、凝固シェル前面での溶鋼中のＣ、Ｓ、Ｎ、Ｏの濃度勾配に
よる表面張力を制御することにより、すなわち、表面張力が所定値以下になるように溶鋼
中のＣ、Ｓ、Ｎ、Ｏの濃度を調整することにより、気泡の凝固シェルへの捕捉を抑制する
連続鋳造方法が開示されている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平３－１４２０４９号公報
【特許文献２】特開平１０－３０５３５３号公報
【特許文献３】特開２００８－２００７３２号公報
【特許文献４】特開２００３－２０５３４９号公報
【特許文献５】特開２００３－２５１４３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　最近、自動車外板用鋼板の品質厳格化に伴い、これまで問題にならなかった微小な気泡
や非金属介在物、モールドフラックスの巻き込みに起因する欠陥が問題視されるようにな
りつつあり、特許文献１～３に示されるような連続鋳造方法では、そのような厳しい品質
要求に十分に対応できない。特に、合金化溶融亜鉛めっき鋼板は、溶融めっき後、加熱し
て母材鋼板の鉄成分を亜鉛めっき層に拡散させるものであり、母材鋼板の表層性状が合金
化溶融亜鉛めっき層の品質に大きく影響する。すなわち、母材鋼板の表層に気泡性欠陥や
介在物性欠陥或いはモールドフラックス性欠陥があると、小さな欠陥であってもめっき層
の厚みにむらが生じ、それが表面に筋状の欠陥として現れ、自動車外板などのような品質
要求の厳しい用途には使用できなくなる。
【０００７】
　また、特許文献４及び特許文献５では、アルミナクラスターなどのような非金属介在物
の凝固シェルへの捕捉に関しては、何ら検討されていない。また、溶鋼成分に応じて気泡
の凝固シェルへの捕捉が左右されることは示唆されるものの、気泡の捕捉と溶鋼－凝固シ
ェル界面での溶鋼流速との関係が明らかになっておらず、気泡の捕捉を定量的に把握する
ことができない。これは、実際の鋳型内においては、Ｃ、Ｓ、Ｎ、Ｏの濃度分布による表
面張力（＝凝固シェルへの捕捉力）と同時に、溶鋼流速による抗力も働いており、凝固シ
ェルへの気泡や非金属介在物の捕捉を検討する場合には、溶鋼－凝固シェル界面での溶鋼
流速による抗力も考慮しなければならないからである。
　したがって本発明の目的は、上記のような従来技術の課題を解決し、電磁力を利用して
鋳型内の溶鋼流動を制御することにより、従来問題とされてきたような非金属介在物やモ
ールドフラックスによる欠陥だけでなく、微小な気泡や非金属介在物、モールドフラック
スの巻き込みによる欠陥が少ない高品質の鋳片を得ることができる極低炭素鋼の連続鋳造
方法を提供することにある。
　また、本発明の他の目的は、そのような連続鋳造方法で鋳造された鋳片を用い、気泡や
非金属介在物、モールドフラックスの巻き込みによる欠陥が少ないだけでなく、ブリスタ
ー欠陥が非常に少ない高品質の鋼板を製造することができる鋼板の製造方法を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決するために、電磁力を利用して鋳型内の溶鋼流動を制御
する際の諸々の鋳造条件を検討した結果、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と
１対の下部磁極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、極低炭素鋼の連続
鋳造を行う方法において、極低炭素鋼の化学成分を、凝固シェル前面の濃度境界層中の界
面張力勾配を考慮した特定の範囲に調整するとともに、鋳造するスラブ幅および鋳造速度
に応じて、上部磁極と下部磁極に各々印加する直流磁界の強度を最適化することにより、
鋳型内の溶鋼を、非金属介在物や気泡が凝固シェルに捕捉されず且つモールドパウダー巻
き込みを生じない適正な流動状態とすることができ、これにより、従来問題とされてきた
ような非金属介在物やモールドフラックスによる欠陥だけでなく、微小な気泡や非金属介
在物、モールドフラックスによる欠陥が少ない高品質の鋳片が得られることを見出した。
また、そのような連続鋳造においてより高品質な鋳片を得るために、浸漬ノズルのノズル
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浸漬深さやノズル内径、スラブ厚さなどに最適範囲があり、その範囲において発明の効果
が最も発現しやすいことが判った。
【０００９】
　上部磁極と下部磁極に各々印加される直流磁界によって鋳型内の溶鋼流動を制御しなが
らスラブを連続鋳造することにより、モールドフラックスの巻き込みに起因するモールド
フラックス性欠陥を防止できるとともに、比較的大きいサイズ（通常、１ｍｍφ以上）の
気泡や非金属介在物による欠陥を防止できる。しかし、この連続鋳造法では、より微小な
気泡や非金属介在物が凝固シェルに捕捉されるのを確実に防止することは難しく、このよ
うな微小気泡や介在物の巻き込みに起因する表面欠陥が生じる恐れがある。これに対して
、上記のように極低炭素鋼の化学成分を、凝固シェル前面の濃度境界層中の界面張力勾配
を考慮した特定の範囲に調整するとともに、鋳造するスラブ幅および鋳造速度に応じて、
上部磁極と下部磁極に各々印加する直流磁界の強度を最適化することにより、微小な気泡
や非金属介在物が凝固シェルに捕捉されることを抑えることができる。以上により、モー
ルドフラックスの巻き込みを防止するとともに、気泡や非金属介在物の大小を問わず凝固
シェルへの捕捉を防止することができ、気泡および非金属介在物やモールドフラックスの
巻き込みに起因した表面欠陥が非常に少ない高品質の鋼板を製造することができる。
　さらに、以上のような連続鋳造法で鋳造されたスラブを圧延して得られた熱延鋼板を、
特定の条件で酸洗および冷間圧延することにより、ブリスターが非常に少ない高品質の鋼
板を製造できることが判った。
【００１０】
　本発明は、これらの知見に基づきなされたもので、以下を要旨とするものである。
［1］鋳型外側に、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備え
るとともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度が１０°以上３０°未満の
浸漬ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位置
の間に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部磁
極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、Ｃを０．００３質量％以下含有
する極低炭素鋼を連続鋳造するに際し、
　下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５０００を満足する化学成分を有する溶鋼を、
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
　鋳造速度０．７５ｍ／分以上で、下記条件（イ）、（ロ）に従って連続鋳造し、
　・条件（イ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（a）～（i）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０．０３～０．１５Ｔ、下部磁極に印加する直流磁界の強度
を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（a）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５未満
　　（b）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未満
　　（c）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分未
満
　　（d）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未
満
　　（e）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分未
満
　　（f）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分未
満
　　（g）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分未
満
　　（h）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分未
満
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　　（i）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分未
満
　・条件（ロ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（j）～（s）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０.１５Ｔ超０．３０Ｔ以下、下部磁極に印加する直流磁界
の強度を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（j）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以上３．０５ｍ／分以
下
　　（k）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以上
３．０５ｍ／分以下
　　（l）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（m）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（n）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１５５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（o）スラブ幅１５５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上２．８５ｍ／分以下
　　（p）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以
上２．６５ｍ／分以下
　　（q）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（r）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（s）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　鋳造されたスラブを熱間圧延して熱延鋼板とし、該熱延鋼板を酸洗した後、冷間圧延す
るに際し、下記（a）式を満足するように、時間ｔ又は／及び鋼板の最高表面温度Ｔを制
御することを特徴とする鋼板の製造方法。
　Ｈc/Ｈo＞ exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）｝　　…（a）
　　但し　Ｈo：酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度（質量ppm）
　　　　　Ｈc：冷間圧延条件により決まる、ブリスターによる表面品質不良が発生する
冷間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃度（質量ppm）
　　　　　ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始までの時間（秒）
　　　　　Ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始前における鋼板の最高表面温度（Ｋ）（但し、
この鋼板表面温度は、酸洗終了後、冷間圧延前に鋼板を加熱した場合の鋼板表面温度を含
む。）
【００１１】
［2］上記［1］の鋼板の製造方法において、酸洗後、冷間圧延前の熱延鋼板を、酸洗終了
直後の鋼板温度よりも高い温度に加熱することを特徴とする鋼板の製造方法。
［3］上記［1］または［2］の鋼板の製造方法において、連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、
表面乱流エネルギーが０．００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２、表面流速が０．３０ｍ／
ｓ以下、溶鋼－凝固シェル界面での流速が０．０８～０．１５ｍ／ｓであることを特徴と
する鋼板の製造方法。
［4］上記［3］の鋼板の製造方法において、連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、表面流速が０
．０５～０．３０ｍ／ｓであることを特徴とする鋼板の製造方法。
［5］上記［3］または［4］の鋼板の製造方法において、連続鋳造機の鋳型内の溶鋼は、
溶鋼－凝固シェル界面での流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂが１．０～２．０であること
を特徴とする鋼板の製造方法。
［6］上記［3］～［5］のいずれかの鋼板の製造方法において、連続鋳造機の鋳型内の溶
鋼は、溶鋼－凝固シェル界面での気泡濃度が０．００８ｋｇ／ｍ３以下であることを特徴
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とする鋼板の製造方法。
［7］上記［6］の鋼板の製造方法において、連続鋳造機で鋳造されるスラブ厚さが２２０
～３００ｍｍ、連続鋳造機の浸漬ノズルの内壁面からの不活性ガス吹き込み量が３～２５
ＮＬ／分であることを特徴とする鋼板の製造方法。
［8］上記［1］～［7］のいずれかの鋼板の製造方法において、連続鋳造機の浸漬ノズル
のノズル浸漬深さを２３０～２９０ｍｍとすることを特徴とする鋼板の製造方法。
［9］上記［1］～［8］のいずれかの鋼板の製造方法において、連続鋳造機の浸漬ノズル
のノズル内径（但し、溶鋼吐出孔の形成位置でのノズル内径）を７０～９０ｍｍとするこ
とを特徴とする鋼板の製造方法。
［10］上記［1］～［9］のいずれかの鋼板の製造方法において、連続鋳造機の浸漬ノズル
の各溶鋼吐出孔の開口面積を３６００～８１００ｍｍ２とすることを特徴とする鋼板の製
造方法。
【００１２】
［11］鋳型外側に、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備え
るとともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度が１０°以上３０°未満の
浸漬ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位置
の間に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部磁
極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、Ｃを０．００３質量％以下含有
する極低炭素鋼を連続鋳造する方法であって、
　下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５０００を満足する化学成分を有する溶鋼を、
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
　鋳造速度０．７５ｍ／分以上で、下記条件（イ）、（ロ）に従って連続鋳造することを
特徴とする鋼の連続鋳造方法。
　・条件（イ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（a）～（i）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０．０３～０．１５Ｔ、下部磁極に印加する直流磁界の強度
を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（a）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５未満
　　（b）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未満
　　（c）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分未
満
　　（d）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未
満
　　（e）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分未
満
　　（f）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分未
満
　　（g）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分未
満
　　（h）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分未
満
　　（i）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分未
満
　・条件（ロ）：鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（j）～（s）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０.１５Ｔ超０．３０Ｔ以下、下部磁極に印加する直流磁界
の強度を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（j）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以上３．０５ｍ／分以
下
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　　（k）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以上
３．０５ｍ／分以下
　　（l）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（m）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（n）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１５５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（o）スラブ幅１５５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上２．８５ｍ／分以下
　　（p）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以
上２．６５ｍ／分以下
　　（q）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（r）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（s）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
【００１３】
［12］上記［11］の連続鋳造方法において、鋳型内の溶鋼は、表面乱流エネルギーが０．
００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２、表面流速が０．３０ｍ／ｓ以下、溶鋼－凝固シェル
界面での流速が０．０８～０．１５ｍ／ｓであることを特徴とする鋼の連続鋳造方法。
［13］上記［12］の連続鋳造方法において、鋳型内の溶鋼は、表面流速が０．０５～０．
３０ｍ／ｓであることを特徴とする鋼の連続鋳造方法。
［14］上記［12］または［13］の連続鋳造方法において、鋳型内の溶鋼は、溶鋼－凝固シ
ェル界面での流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂが１．０～２．０であることを特徴とする
鋼の連続鋳造方法。
［15］上記［12］～［14］のいずれかの連続鋳造方法において、鋳型内の溶鋼は、溶鋼－
凝固シェル界面での気泡濃度が０．００８ｋｇ／ｍ３以下であることを特徴とする鋼の連
続鋳造方法。
［16］上記［15］の連続鋳造方法において、鋳造されるスラブ厚さが２２０～３００ｍｍ
、浸漬ノズルの内壁面からの不活性ガス吹き込み量が３～２５ＮＬ／分であることを特徴
とする鋼の連続鋳造方法。
［17］上記［11］～［16］のいずれかの連続鋳造方法において、浸漬ノズルのノズル浸漬
深さを２３０～２９０ｍｍとすることを特徴とする鋼の連続鋳造方法。
［18］上記［11］～［17］のいずれかの連続鋳造方法において、浸漬ノズルのノズル内径
（但し、溶鋼吐出孔の形成位置でのノズル内径）を７０～９０ｍｍとすることを特徴とす
る鋼の連続鋳造方法。
［19］上記［11］～［18］のいずれかの連続鋳造方法において、浸漬ノズルの各溶鋼吐出
孔の開口面積を３６００～８１００ｍｍ２とすることを特徴とする鋼の連続鋳造方法。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の鋼の連続鋳造方法によれば、極低炭素鋼の化学成分を、凝固シェル前面の濃度
境界層中の界面張力勾配を考慮した特定の範囲に調整するとともに、鋳造するスラブ幅お
よび鋳造速度に応じて、上部磁極と下部磁極に各々印加する直流磁界の強度を最適化する
ことにより、従来問題とされてきたような非金属介在物やモールドフラックスによる欠陥
だけでなく、微小な気泡や非金属介在物による欠陥が少ない高品質の鋳片を得ることがで
きる。
　また、特に、浸漬ノズルのノズル浸漬深さ、ノズル内径、溶鋼吐出孔の開口面積を最適
化することにより、より高品質な鋳片を得ることができる。
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　また、本発明の鋼板の製造方法によれば、気泡や非金属介在物、モールドフラックスの
巻き込みによる欠陥が少ないだけでなく、ブリスターが非常に少ない高品質の鋼板を製造
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施に供される連続鋳造機の鋳型および浸漬ノズルの一実施形態を示す
縦断面図
【図２】図１の実施形態における鋳型および浸漬ノズルの水平断面図
【図３】浸漬ノズルの溶鋼吐出角度と表面欠陥の発生率（欠陥指数）との関係を示すグラ
フ
【図４】溶鋼のＸ値と、溶鋼－凝固シェル界面での溶鋼流速と、凝固シェルへの非金属介
在物の捕捉率との関係を示すグラフ
【図５】本発明法において、浸漬ノズルのノズル浸漬深さの影響（モールドフラックス性
欠陥および気泡性欠陥に及ぼす影響）を示すグラフ
【図６】本発明法において、浸漬ノズルのノズル内径の影響（モールドフラックス性欠陥
に及ぼす影響）を示すグラフ
【図７】本発明法において、浸漬ノズルの各溶鋼吐出孔の開口面積の影響（モールドフラ
ックス性欠陥および気泡性欠陥に及ぼす影響）を示すグラフ
【図８】鋳型内の溶鋼の表面乱流エネルギー、凝固界面流速（溶鋼－凝固シェル界面での
流速）、表面流速および凝固界面気泡濃度（溶鋼－凝固シェル界面での気泡濃度）を説明
するための概念図
【図９】鋳型内の溶鋼の表面乱流エネルギーと表面欠陥率（欠陥個数）との関係を示すグ
ラフ
【図１０】鋳型内の溶鋼の表面流速と表面欠陥率（欠陥個数）との関係を示すグラフ
【図１１】鋳型内の溶鋼の凝固界面流速（溶鋼－凝固シェル界面での流速）と表面欠陥率
（欠陥個数）との関係を示すグラフ
【図１２】鋳型内の溶鋼の凝固界面流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂと表面欠陥率（欠陥
個数）との関係を示すグラフ
【図１３】鋳型内の溶鋼の凝固界面気泡濃度（溶鋼－凝固シェル界面での気泡濃度）と表
面欠陥率（欠陥個数）との関係を示すグラフ
【図１４】熱延鋼板の酸洗減量と酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度Ｈoとの関係を示すグ
ラフ
【図１５】Ｈoを酸洗終了直後における熱延鋼板中の水素濃度、Ｔ０を同じく鋼板表面温
度とした場合、Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ０＋ｔ１/100）｝と酸洗終了から時間ｔ１を経
過した時点での鋼板中の水素濃度Ｈ１との関係を示すグラフ
【図１６】冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈとブリスター欠陥発生個数との関係を、冷
間圧延の仕上げ板厚で整理して示すグラフ
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の連続鋳造方法は、鋳型外側（鋳型側壁の背面）に、鋳型長辺部を挟んで対向す
る１対の上部磁極と１対の下部磁極を備えるとともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向き
の溶鋼吐出角度αが１０°以上３０°未満の浸漬ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピ
ーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位置の間に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機
を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部磁極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を
制動しつつ、極低炭素鋼の連続鋳造を行うものである。
【００１７】
　上記のような連続鋳造方法において、本発明者が数値シミュレーション等により検討し
た結果、気泡性欠陥、介在物性欠陥およびモールドフラックス性欠陥の発生に関与する因
子（一次因子）としては、表面乱流エネルギー（表面近傍での渦流の発生に関与）、溶鋼
－凝固シェル界面（以下、単に「凝固界面」という場合がある）の溶鋼流速（以下、単に
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「凝固界面流速」という場合がある）、表面流速があり、これらが欠陥発生に影響してい
ることが判った。また特に、表面流速、表面乱流エネルギーは、モールドフラックスの巻
き込みに影響を与え、凝固界面流速は気泡性欠陥や介在物性欠陥に影響を与えることが判
った。そして、これらの知見に基づき、印加される上部直流磁界、下部直流磁界の各々作
用について検討した結果、以下の点が明らかとなった。
【００１８】
（1）上部電極に直流磁界を作用させると溶鋼の上昇流（溶鋼吐出孔からの噴流がモール
ド短辺と衝突して反転することで生じる上昇流）が制動され、表面流速および表面乱流エ
ネルギーを低減することができる。但し、このような直流磁界だけでは、表面流速、表面
乱流エネルギーおよび凝固界面流速を理想的状態にコントロールすることはできない。
（2）上記の点から、上部磁極において直流磁界を印加することは、気泡性欠陥・介在物
性欠陥とモールドフラックス性欠陥の両方を防止するのに有効であると考えられるが、単
に直流磁界を印加しただけでは十分な効果は得られず、鋳造条件（鋳造するスラブ幅、鋳
造速度）、上部磁極と下部磁極に各々印加する直流磁界の印加条件が相互に関連し、それ
らに最適範囲が存在する。
（3）特に、微細な非金属介在物などが凝固シェルに捕捉されることを防止するには、溶
鋼の化学成分を、溶鋼－凝固シェル界面において非金属介在物などが凝固シェルに捕捉さ
れにくい成分範囲（すなわち、凝固シェル前面の濃度境界層中の界面張力勾配を考慮した
特定の範囲）に調整し、その上で、上記のような直流磁界強度の最適化によって凝固界面
流速を適正化し、溶鋼流による洗浄効果を得ることが必要である。
【００１９】
　本発明はこのような知見に基づき、下記条件（Ａ）、（Ｂ）により極低炭素鋼の連続鋳
造を行うものであり、これにより、気泡性欠陥・介在物性欠陥とモールドフラックス性欠
陥の発生をともに効果的に抑制することを可能としたものである。
・条件（Ａ）：溶鋼（極低炭素鋼）の化学成分を、凝固シェル前面の濃度境界層中の界面
張力勾配を考慮した特定の範囲に調整する。
・条件（Ｂ）：鋳造するスラブ幅および鋳造速度に応じて、上部磁極と下部磁極に各々印
加する直流磁界の強度を最適化する。
【００２０】
　図１および図２は、本発明の実施に供される連続鋳造機の鋳型および浸漬ノズルの一実
施形態を示すもので、図１は鋳型および浸漬ノズルの縦断面図、図２は同じく水平断面図
（図１のＩＩ－ＩＩ線に沿う断面図）である。
　図において、１は鋳型であり、この鋳型１は鋳型長辺部１０（鋳型側壁）と鋳型短辺部
１１（鋳型側壁）とにより水平断面矩形状に構成されている。
　２は浸漬ノズルであり、この浸漬ノズル２を通じて鋳型１の上方に設置されたタンディ
ッシュ（図示せず）内の溶鋼を鋳型１内に注入する。この浸漬ノズル２は、筒状のノズル
本体の下端に底部２１を有するとともに、この底部２１の直上の側壁部に、両鋳型短辺部
１１と対向するように１対の溶鋼吐出孔２０が貫設されている。
　溶鋼中のアルミナなどの非金属介在物が浸漬ノズル２の内壁面に付着・堆積してノズル
閉塞を生じることを防止するため、浸漬ノズル２のノズル本体内部や上ノズル（図示せず
）の内部に設けられたガス流路にＡｒガスなどの不活性ガスが導入され、この不活性ガス
がノズル内壁面からノズル内に吹き込まれる。
【００２１】
　タンディッシュから浸漬ノズル２に流入した溶鋼は、浸漬ノズル２の１対の溶鋼吐出孔
２０から鋳型１内に吐出される。吐出された溶鋼は、鋳型１内で冷却されて凝固シェル５
を形成し、鋳型１の下方に連続的に引き抜かれ鋳片となる。鋳型１内のメニスカス６には
、溶鋼の保温剤および凝固シェル５と鋳型１との潤滑剤として、モールドフラックスが添
加される。
　また、浸漬ノズル２の内壁面や上ノズルの内部から吹き込まれた不活性ガスの気泡は、
溶鋼吐出孔２０から溶鋼とともに鋳型１内に吐出される。
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【００２２】
　鋳型１の外側（鋳型側壁の背面）には、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極３
a，３bと１対の下部磁極４a，４bが設けられ、これら上部磁極３a，３bと下部磁極４a，
４bは、それぞれ鋳型長辺部１０の幅方向において、その全幅に沿うように配置されてい
る。
　上部磁極３a，３bと下部磁極４a，４bは、鋳型１の上下方向において、上部磁極３a，
３bの磁場のピーク位置（上下方向でのピーク位置：通常は上部磁極３a，３bの上下方向
中心位置）と下部磁極４a，４bの磁場のピーク位置（上下方向でのピーク位置：通常は下
部磁極４a，４bの上下方向中心位置）の間に溶鋼吐出孔２０が位置するように、配置され
る。また、１対の上部磁極３a，３bは、通常、メニスカス６をカバーする位置に配置され
る。
【００２３】
　浸漬ノズル２の溶鋼吐出孔２０から鋳型短辺部方向に吐出された溶鋼は、鋳型短辺部１
１の前面に生成した凝固シェル５に衝突して下降流と上昇流に分かれる。前記１対の上部
磁極３a，３bと１対の下部磁極４a，４bには、各々直流磁界が印加されるが、これら磁極
による基本的な作用は、直流磁界中を移動する溶鋼に作用する電磁気力を利用して、上部
磁極３a，３bに印加される直流磁界で溶鋼上昇流を制動（減速させる）し、下部磁極４a
，４bに印加される直流磁界で溶鋼下降流を制動（減速させる）するものである。
【００２４】
　本発明法では、溶鋼吐出孔２０からの溶鋼吐出角度α、すなわち水平方向から下向きの
溶鋼吐出角度αが１０°以上３０°未満の浸漬ノズルを用いる。溶鋼吐出角度αが１０°
未満では、上部磁極３a，３bの直流磁界で溶鋼上昇流を制動しても、溶鋼表面の乱れを適
切に制御できず、モールドフラックスの巻き込みを生じてしまう。これに対して、溶鋼吐
出角度αが大きくなると、非金属介在物や気泡が溶鋼下降流によって鋳型下方に運ばれて
凝固シェルに捕捉されやすくなり、一方において、溶鋼吐出角度αが３０°未満では、本
発明法による直流磁場制御で溶鋼流を最適化できることが判ったので、本発明では溶鋼吐
出角度αが３０°未満の浸漬ノズル２を用いる。また、以上の観点から、溶鋼吐出角度α
のより好ましい下限は１５°であり、また、より好ましい上限は２５°である。
【００２５】
　図３は、浸漬ノズルの溶鋼吐出角度αと表面欠陥の発生率（欠陥指数）との関係を示す
もので、溶鋼成分と後述する条件（イ）、（ロ）での磁界強度、鋳造速度およびスラブ幅
が本発明範囲を満足する種々の条件で連続鋳造試験を行い、この連続鋳造されたスラブを
熱間圧延および冷間圧延して鋼板とし、この鋼板に合金化溶融亜鉛めっき処理を施し、溶
鋼吐出角度αが表面欠陥の発生に及ぼす影響を調べたものである。この試験では、合金化
溶融亜鉛めっき鋼板について、オンライン表面欠陥計で表面欠陥を連続的に測定し、その
なかから欠陥外観およびＳＥＭ分析、ＩＣＰ分析等により製鋼性欠陥（モールドフラック
ス性欠陥および気泡性欠陥・介在物性欠陥）を判別し、コイル長さ１００ｍ当たりの欠陥
個数を下記基準で評価し、表面欠陥指数とした。
　３：欠陥個数が０．３０個以下
　２：欠陥個数が０．３０個超、１．００個以下
　１：欠陥個数が１．００個超
【００２６】
　以下、さきに挙げた条件（Ａ）、（Ｂ）について順に説明する。
・条件（Ａ）について
　本発明では、Ｃ：０．００３質量％以下、下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５００
０を満足する化学成分の溶鋼を鋳造の対象とする。
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
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【００２７】
　Ｃ含有量が０．００３質量％以下であるような極低炭素鋼は、転炉における大気下での
脱炭精錬と、ＲＨ真空脱ガス装置などの真空脱ガス設備における減圧下での脱炭精錬（以
下、「真空脱炭精錬」という）を経て溶製される。脱炭精錬は溶鋼中の溶存酸素濃度が或
る程度高くならないと進行せず、したがって、脱炭精錬終了時には溶鋼中に多くの溶存酸
素が残留する。このように多くの溶存酸素が残留したままでは鋼の清浄性が劣化するので
、極低炭素鋼の溶製工程においては、真空脱炭精錬が終了した後に溶鋼中に金属Ａｌが添
加され、溶鋼は脱酸処理される。この脱酸処理により、溶鋼中の溶存酸素濃度は急激に低
下し、脱酸生成物としてアルミナが形成される。
【００２８】
　このようにして生成したアルミナは、鋳造のために溶鋼が鋳型内に注入されるまでの間
に、凝集してアルミナクラスターを形成する。溶鋼中に含まれる非金属介在物（以下、単
に「介在物」という）の大半がアルミナクラスターである。このような介在物が溶鋼とと
もに鋳型内に注入されて鋳片の凝固シェルに捕捉されると、極低炭素鋼鋳片の表面欠陥と
なり、鋳片の品質が低下する。
　本発明者らは、介在物の凝固シェルへの捕捉に及ぼす溶鋼の化学成分及び凝固シェル前
面での溶鋼流速の影響について詳細な検討を行い、その結果、溶鋼（Ｃ：０．００３質量
％以下の極低炭素鋼）の化学成分をＸ値≦５０００とし、後述する条件（Ｂ）によって溶
鋼の流動状態を制御し、凝固界面流速を適正化することにより、介在物などの凝固シェル
への捕捉を効果的に抑制できることを見出した。
【００２９】
　上記Ｘ値は、鋳型内の凝固シェル前面に形成される溶質元素（Ｔｉ，Ｓ，Ｏ）の濃度境
界層に侵入した介在物に働く、界面張力勾配による凝固シェル方向への引力の尺度を示し
ている。
　以下、このＸ値が導かれた理由を説明する。
　刊行物「鉄と鋼 Vol.80（1994）」p.527に示されるように、凝固シェル前面の濃度境界
層中の界面張力勾配Ｋ、すなわちｄσ／ｄｘ（σ：界面張力、ｘ：距離）によって介在物
が凝固シェル方向に受ける力Ｆは、下記（2）式で表される。
　Ｆ＝－(８／３)×πＲ２Ｋ　　…（2）
　　但し　Ｆ：介在物の受ける力（Ｎ）
　　　　　π：円周率
　　　　　Ｒ：介在物の半径（ｍ）
　　　　　Ｋ：界面張力勾配（Ｎ／ｍ２）
【００３０】
　界面張力勾配Ｋは、下記（3）式に示すように、界面張力の溶質元素濃度による変化と
成分の濃度勾配との積である。
　Ｋ＝ｄσ／ｄｘ＝（ｄσ／ｄｃ）×（ｄｃ／ｄｘ）　　…（3）
　　但し　σ：溶鋼と介在物の界面張力（Ｎ／ｍ）
　　　　　ｘ：凝固界面からの距離（ｍ）
　　　　　ｄσ／ｄｃ：界面張力の溶質元素濃度による変化（Ｎ／ｍ／質量％）
　　　　　ｄｃ／ｄｘ：成分の濃度勾配（質量％／ｍ）
　凝固理論から、鋳型内のような溶鋼流速が存在する条件下での成分の濃度勾配ｄｃ／ｄ
ｘは下記（4）式で表される。
　ｄｃ／ｄｘ＝－ＣＯ×（１－ＫＯ）×（ＶＳ／Ｄ）×exp［－ＶＳ×（ｘ－δ）／Ｄ］
　　…（4）
　　但し　ＣＯ：鋳造前の溶鋼中の溶質元素濃度（質量％）
　　　　　ＫＯ：溶質元素の分配係数（－）
　　　　　ＶＳ：凝固速度（ｍ／ｓ）
　　　　　Ｄ：溶鋼中での溶質元素の拡散係数（ｍ２／ｓ）
　　　　　δ：濃度境界層の厚み（ｍ）
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【００３１】
　上記（4）式において、ｘ＝δを代入すると、ｘ＝δでの濃度勾配（ｄｃ／ｄｘ）は下
記（5）式で求められる。
　ｄｃ／ｄｘ＝－ＣＯ×(１－ＫＯ)×(ＶＳ／Ｄ)　　…（5）
　この（5）式を上記（3）式に代入することにより、介在物が濃度境界層に侵入した直後
に作用する力の尺度を示す界面張力勾配Ｋを下記（6）式により求めることができる。
　Ｋ＝（ｄσ／ｄｃ)×[－ＣＯ×（１－ＫＯ）×（ＶＳ／Ｄ）]　　…（6）
【００３２】
　ここで、上記（6）式に示すｄσ／ｄｃは、刊行物「溶鉄と溶滓の物性値便覧」（日本
鉄鋼協会編，1972年）などに示されており、極低炭素鋼の化学成分元素のなかで界面張力
勾配Ｋの値に大きな影響を及ぼす元素は、Ｔｉ（チタン）、Ｓ（硫黄）、Ｏ（酸素＝溶存
酸素）であり、これらの活性元素だけで計算した界面張力勾配Ｋの値を用いても、介在物
の凝固シェルへの捕捉を検討する上で問題ないことが判った。
　また、溶質元素の分配係数ＫＯは、例えば、刊行物「第３版
鉄鋼便覧Ｉ基礎」（日本鉄鋼協会編，1981年）p.194などに記載されているが、上記各溶
質元素の分配係数ＫＯは刊行物「鉄と鋼 Vol.80（1994）」p.534に記載の値を用いた。
　拡散係数Ｄは、例えば、刊行物「溶鉄・溶滓の物性値便覧」（日本鉄鋼協会編，1992年
）などに記載されているが、ＯとＳについては刊行物「鉄と鋼 Vol.80（1994）」p.534に
記載の値を用い、Ｔｉについては刊行物「鉄と鋼 Vol.83（1997）」p.566に記載の値を用
いた。
　また、凝固速度ＶＳは伝熱計算から求めることができる。ＶＳは０．０００２ｍ／ｓを
用いて計算した。
【００３３】
　Ｔｉ（チタン）、Ｓ（硫黄）、Ｏ（酸素＝溶存酸素）のｄσ／ｄｃ、ＫＯ、Ｄ、Ｖsは
、表１の値を使用した。
【表１】

　したがって、上記それぞれの溶質元素の界面張力の溶質元素濃度による変化ｄσ／ｄｃ
、分配係数ＫＯ、拡散係数Ｄ、鋳型内における凝固速度ＶＳを上記（6）式に代入するこ
とにより、濃度境界層においてアルミナクラスターに働く、Ｔｉ、Ｓ及びＯによる界面張
力勾配Ｋとして、24989×［％Ｔｉ］、386147×［％Ｓ］、853354×［％Ｏ］がそれぞれ
得られ、これら界面張力勾配Ｋの総和がＸ値となる。
【００３４】
　種々の組成の溶鋼を使用した鋳造試験により、上記Ｘ値と介在物の凝固シェルへの捕捉
率との関係を調べた。この試験では、鋳型内の凝固界面流速が０．０１ｍ／ｓ、０．０８
ｍ／ｓ、０．１０ｍ／ｓ、０．１５ｍ／ｓである場合について、それぞれの凝固界面流速
におけるＸ値と介在物の捕捉率との関係を調べた。ここで、介在物の捕捉率とは、下記（
7）式に示すように、凝固シェルでの介在物指数を溶鋼中での介在物指数で除算した値で
あり、単位介在物濃度あたりの捕捉の頻度を示す値である。
　α＝Ｉ／Ａ　　…（7）
　但し　α：介在物の捕捉率（－）
　　　　Ｉ：凝固シェルでの介在物指数（－）
　　　　Ａ：溶鋼中での介在物指数（－）
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【００３５】
　なお、介在物指数とは、介在物の長軸及び短軸を光学顕微鏡で測定して、楕円体として
の面積を算出し、観測された介在物の面積を総和した値を、測定面積で除算した値であり
、単位測定面積中に介在物がどの程度含まれているかを示す指標である。溶鋼中での介在
物指数は、溶鋼から採取した試料中の介在物を測定することで算出できる。
　上記の試験結果を図４に示すが、Ｘ値≦５０００であれば、或る程度の凝固界面流速を
与えることにより、凝固シェルへの介在物の捕捉が抑えられることが判る。また、そのよ
うな効果はＸ値≦４０００、特にＸ値≦３０００で大きい。したがって、溶鋼の化学成分
をＸ値≦５０００（好ましくはＸ値≦４０００、特に好ましくはＸ値≦３０００）とし、
後述する条件（Ｂ）によって凝固界面流速を与えることにより、介在物（特に、微小な介
在物）などの凝固シェルへの捕捉を適切に防止することができる。なお、溶鋼（極低炭素
鋼）の化学成分上の制約から、通常、Ｘ値は２０００程度が実質的な下限となる。
【００３６】
　本発明が鋳造する溶鋼の化学成分は、Ｃ含有量が０．００３質量％以下で且つＸ値≦５
０００であれば、含有元素に特別な制限はないが、本発明の効果を特に有効に得るという
観点からは、Ｃ以外の化学成分として、Ｓｉ：０．０５質量％以下、Ｍｎ：１．０質量％
以下、Ｐ：０．０５質量％以下、Ｓ：０．０１５質量％以下、Ａｌ：０．０１０～０．０
７５質量％、Ｔｉ：０．００５～０．０５質量％を含有し、さらに必要に応じて、Ｎｂ：
０．００５～０．０５質量％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなる化学成分
が好ましい。
【００３７】
　以下、上記化学成分の限定理由を説明する。
　Ｃは、その含有量が高くなると薄鋼板の加工性を劣化させる。このため、ＴｉやＮｂな
どの炭化物形成元素を添加したときに、ＩＦ鋼（Interstitial-Free steel）として優れ
た伸びと深絞り性を得ることができる０．００３質量％以下とした。
　Ｓｉは固溶強化元素であり、含有量が多いと薄鋼板の加工性が劣化する。また、表面処
理への影響も考慮し、０．０５質量％を上限とすることが好ましい。
　Ｍｎは固溶強化元素であり、鋼の強度を増加させるが、一方において加工性を低下させ
るので、１．０質量％を上限とすることが好ましい。
【００３８】
　Ｐは固溶強化元素であり、鋼の強度を増加させるが、０．０５質量％を超えると加工性
や溶接性が劣化するため、０．０５質量％を上限とすることが好ましい。
　Ｓは熱間圧延時に割れの原因となり、また、薄鋼板の加工性を低下させるＡ系介在物を
生成するので、その含有量は可能な限り低減することが好ましく、このため０．０１５質
量％を上限とすることが好ましい。
　Ａｌは脱酸剤として機能し、脱酸効果を得るためには０．０１０質量％以上含有させる
ことが好ましが、必要以上のＡｌ添加はコストアップを招くので、その含有量は０．０１
０～０．０７５質量％とすることが好ましい。
　Ｔｉは、鋼中のＣ、Ｎ、Ｓを析出物として固定し、加工性や深絞り性を向上させるが、
含有量が０．００５質量％未満では、その効果が乏しい。一方、Ｔｉは析出強化元素でも
あるため、含有量が０．０５質量％を超えると鋼板が硬くなり、加工性が劣化する。この
ためＴｉ含有量は０．００５～０．０５質量％とすることが好ましい。
【００３９】
　Ｎｂは、Ｔｉと同様に鋼中のＣ、Ｎ、Ｓを析出物として固定し、加工性や深絞り性を向
上させるが、含有量が０．００５質量％未満では、その効果が乏しい。一方、Ｎｂは析出
強化元素であるため、含有量が０．０５質量％を超えると鋼板が硬くなり、加工性の劣化
が生じる。このためＮｂ含有量は０．００５～０．０５質量％とすることが好ましい。
【００４０】
・条件（Ｂ）について
　上述した化学成分（Ｘ値≦５０００）を有する溶鋼の鋳造では、鋳造するスラブ幅およ
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び鋳造速度に応じて、上部磁極と下部磁極に各々印加する直流磁界の強度を、基本的に次
の（Ｉ），（II）のように最適化すればよいことが判った。
（Ｉ）各スラブ幅に対応して設定される鋳造速度が相対的に小さい「スラブ幅－鋳造速度
」領域：　スループット量が相対的に少ないので、浸漬ノズルの溶鋼吐出孔からの噴流速
度も相対的に小さい。このため上昇流（反転流）も小さくなるので、上昇流を制動するた
めの上部磁極の直流磁界の強度を相対的に小さくする。一方、下降流に随伴する介在物や
気泡が下方向に潜り込むことを抑制するとともに、下向きの溶鋼の流れを上向きに変え、
下部磁界よりも上の領域での凝固界面流速を増加させることで、介在物や気泡が凝固シェ
ルに捕捉されないようにするため、下部磁極の直流磁界の強度を十分に大きくする。溶鋼
の化学成分をＸ値≦５０００とする条件下で、以上のような直流磁界を印加することによ
り、表面乱流エネルギー、凝固界面流速および表面流速を適正範囲に制御し、気泡性欠陥
・介在物性欠陥およびモールドフラックス性欠陥の発生を防止する。
【００４１】
（II）各スラブ幅に対応して設定される鋳造速度が相対的に大きい「スラブ幅－鋳造速度
」領域：　スループット量が相対的に大きいので、浸漬ノズルの溶鋼吐出孔からの噴流速
度も相対的に大きい。このため上昇流（反転流）も大きくなるので、上昇流を制動するた
めの上部磁極の直流磁界の強度を相対的に大きくする。一方、上記（Ｉ）と同様に、下降
流に随伴する非金属介在物や気泡が下方向に潜り込むことを抑制するとともに、下向きの
溶鋼の流れを上向きに変え、下部磁界よりも上の領域での凝固界面流速を増加させること
で、非金属介在物や気泡が凝固シェルに捕捉されないようにするため、下部磁極の直流磁
界の強度を十分に大きくする。溶鋼の化学成分をＸ値≦５０００とする条件下で、以上の
ような直流磁界を印加することにより、表面乱流エネルギー、凝固界面流速および表面流
速を適正範囲に制御し、気泡性欠陥およびモールドフラックス性欠陥の発生を防止する。
【００４２】
　本発明法では、生産性の観点から鋳造速度を０．７５ｍ／分以上とするが、さらに、鋳
造するスラブ幅と鋳造速度に応じて、上部磁極３a，３bと下部磁極４a，４bに各々印加す
る直流磁界の強度を、下記条件（イ）、（ロ）のように最適化することにより、モールド
フラックス性欠陥および気泡性欠陥・介在物性欠陥の原因となる、凝固シェル５へのモー
ルドフラックスの巻き込み捕捉と、同じく微小気泡（主に浸漬ノズル内壁面から吹き込ま
れた不活性ガスの気泡）や介在物の捕捉を抑制するものである。
【００４３】
　条件（イ）：　鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（a）～（i）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０．０３～０．１５Ｔ、下部磁極に印加する直流磁界の強度
を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（a）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５未満
　　（b）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未満
　　（c）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分未
満
　　（d）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未
満
　　（e）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分未
満
　　（f）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分未
満
　　（g）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分未
満
　　（h）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分未
満
　　（i）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分未
満
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【００４４】
　浸漬ノズル２から吐出した溶鋼流が鋳型短辺部側の凝固シェルに衝突し、上方側への反
転流と下方側への下降流が生じるが、上記（a）～（i）のように各スラブ幅に対応して設
定される鋳造速度が相対的に小さい場合（条件（ロ）と比較して）には、スループット量
が相対的に少ないので、浸漬ノズルの溶鋼吐出孔からの噴流速度も相対的に小さい。この
ため上昇流（反転流）も小さくなるので、上昇流を制動するための上部磁極３a，３bの直
流磁界の強度を相対的に小さくする。一方、下降流に随伴する非金属介在物や気泡が下方
向に潜り込むことを抑制するとともに、下向きの溶鋼の流れを上向きに変え、下部磁界よ
りも上の領域での凝固界面流速を増加させることで、非金属介在物や気泡が凝固シェルに
捕捉されないようにするため、下部磁極４ａ，４ｂの直流磁界の強度を十分に大きくする
。特に、溶鋼の化学成分をＸ値≦５０００とする条件下で、以上のような直流磁界を印加
し、溶鋼に凝固界面流速を付与することにより、微細な介在物や気泡であっても凝固シェ
ルへの捕捉を適切に防止できる。
【００４５】
　上記（a）～（i）の場合、上部磁極３a、３bの直流磁界の強度が０．０３Ｔ未満では、
その直流磁界による溶鋼上昇流の制動効果が不十分で湯面変動が大きく、モールドフラッ
クスの巻き込みが生じやすい。一方、強度が０．１５Ｔを超えると、溶鋼上昇流による洗
浄効果が低下するため非金属介在物や気泡が凝固シェルに捕捉されやすくなる。
　また、下部磁極４a，４bの直流磁界の強度が０．２４Ｔ未満では、その直流磁界による
溶鋼下降流の制動効果が不十分であるため、溶鋼下降流に随伴する非金属介在物や気泡が
下方向に潜り込み、凝固シェルに捕捉されやすくなる。一方、強度が０．４５Ｔを超える
と、溶鋼下降流による洗浄効果が低下するため非金属介在物や気泡が凝固シェルに捕捉さ
れやすくなる。
【００４６】
　条件（ロ）：　鋳造するスラブ幅と鋳造速度が下記（j）～（s）の場合には、上部磁極
に印加する直流磁界の強度を０.１５Ｔ超０．３０Ｔ以下、下部磁極に印加する直流磁界
の強度を０．２４～０．４５Ｔとする。
　　（j）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以上３．０５ｍ／分以
下
　　（k）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以上
３．０５ｍ／分以下
　　（l）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（m）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（n）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１５５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（o）スラブ幅１５５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上２．８５ｍ／分以下
　　（p）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以
上２．６５ｍ／分以下
　　（q）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（r）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（s）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
【００４７】
　上記（j）～（s）のように各スラブ幅に対応して設定される鋳造速度が相対的に大きい
場合（条件（イ）と比較して）には、必然的にスループット量が相対的に多くなるので、
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浸漬ノズルの溶鋼吐出孔からの噴流速度も相対的に大きい。このため上昇流（反転流）も
大きくなるので、したがって、上昇流を制動するための上部磁極３a，３bの直流磁界の強
度を相対的に大きくする。一方、条件（イ）の場合と同様に、下降流に随伴する非金属介
在物や気泡が下方向に潜り込むことを抑制するとともに、下向きの溶鋼の流れを上向きに
変え、下部磁界よりも上の領域での凝固界面流速を増加させることで、非金属介在物や気
泡が凝固シェルに捕捉されないようにするため、下部磁極４ａ，４ｂの直流磁界の強度を
十分に大きくする。特に、溶鋼の化学成分をＸ値≦５０００とする条件下で、以上のよう
な直流磁界を印加し、溶鋼に凝固界面流速を付与することにより、微細な介在物や気泡で
あっても凝固シェルへの捕捉を適切に防止できる。
【００４８】
　上記（j）～（s）の場合、上部磁極３a、３bの直流磁界の強度が０．１５Ｔ以下では、
その直流磁界による溶鋼上昇流の制動効果が不十分で湯面変動が大きく、モールドフラッ
クスの巻き込みが生じやすい。一方、強度が０．３０Ｔを超えると、溶鋼上昇流による洗
浄効果が低下するため非金属介在物や気泡が凝固シェルに捕捉されやすくなる。
　また、下部磁極４a，４bの直流磁界の強度が０．２４Ｔ未満では、その直流磁界による
溶鋼下降流の制動効果が不十分であるため、溶鋼下降流に随伴する非金属介在物や気泡が
下方向に潜り込み、凝固シェルに捕捉されやすくなる。一方、強度が０．４５Ｔを超える
と、溶鋼下降流による洗浄効果が低下するため非金属介在物や気泡が凝固シェルに捕捉さ
れやすくなる。
【００４９】
　なお、以上述べた本発明の連続鋳造方法は、スラブ幅と鋳造速度に応じて規定される、
下記（ｉ）、（ii）のような２つの連続鋳造方法として捉えることもできる。
（ｉ）　鋳型外側に、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備
えるとともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度が１０°以上３０°未満
の浸漬ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位
置の間に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部
磁極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、Ｃを０．００３質量％以下含
有する極低炭素鋼を連続鋳造する方法であって、
　下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５０００を満足する化学成分を有する溶鋼を、
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
　鋳造速度０．７５ｍ／分以上で、スラブ幅と鋳造速度を下記（a）～（i）のいずれかの
条件とし、上部磁極に印加する直流磁界の強度を０．０３～０．１５Ｔ、下部磁極に印加
する直流磁界の強度を０．２４～０．４５Ｔとして連続鋳造することを特徴とする鋼の連
続鋳造方法。
　　（a）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５未満
　　（b）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未満
　　（c）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分未
満
　　（d）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分未
満
　　（e）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分未
満
　　（f）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分未
満
　　（g）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分未
満
　　（h）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分未
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満
　　（i）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分未
満
【００５０】
（ii）　鋳型外側に、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備
えるとともに、溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度が１０°以上３０°未満
の浸漬ノズルを備え、前記上部磁極の磁場のピーク位置と前記下部磁極の磁場のピーク位
置の間に前記溶鋼吐出孔が位置する連続鋳造機を用い、前記１対の上部磁極と１対の下部
磁極に各々印加される直流磁界により溶鋼流を制動しつつ、Ｃを０．００３質量％以下含
有する極低炭素鋼を連続鋳造する方法であって、
　下記（1）式で定義されるＸ値がＸ≦５０００を満足する化学成分を有する溶鋼を、
　　Ｘ＝24989×［％Ｔｉ］＋386147×［％Ｓ］＋853354×［％Ｏ］　…（1）
　　　但し　［％Ｔｉ］：溶鋼中のＴｉ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｓ］　：溶鋼中のＳ含有量（質量％）
　　　　　　［％Ｏ］　：溶鋼中のＯ含有量（質量％）
　鋳造速度０．７５ｍ／分以上で、スラブ幅と鋳造速度を下記（j）～（s）のいずれかの
条件とし、上部磁極に印加する直流磁界の強度を０.１５Ｔ超０．３０Ｔ以下、下部磁極
に印加する直流磁界の強度を０．２４～０．４５Ｔとして連続鋳造することを特徴とする
鋼の連続鋳造方法。
　　（j）スラブ幅９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以上３．０５ｍ／分以
下
　　（k）スラブ幅９５０ｍｍ以上１０５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以上
３．０５ｍ／分以下
　　（l）スラブ幅１０５０ｍｍ以上１３５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．３５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（m）スラブ幅１３５０ｍｍ以上１４５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．２５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（n）スラブ幅１４５０ｍｍ以上１５５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上３．０５ｍ／分以下
　　（o）スラブ幅１５５０ｍｍ以上１６５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．１５ｍ／分以
上２．８５ｍ／分以下
　　（p）スラブ幅１６５０ｍｍ以上１７５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度２．０５ｍ／分以
上２．６５ｍ／分以下
　　（q）スラブ幅１７５０ｍｍ以上１８５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．９５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（r）スラブ幅１８５０ｍｍ以上１９５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．８５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
　　（s）スラブ幅１９５０ｍｍ以上２１５０ｍｍ未満で且つ鋳造速度１．７５ｍ／分以
上２．５５ｍ／分以下
【００５１】
　以下、本発明法において、発明の効果が最も発現しやすい、特に好ましい鋳造条件につ
いて説明する。
　まず、浸漬ノズル２のノズル浸漬深さは２３０～２９０ｍｍとすることが好ましい。こ
こで、ノズル浸漬深さとは、メニスカス６から溶鋼吐出孔２０上端までの距離をいう。
　このノズル浸漬深さが、本発明の効果に影響を及ぼすのは、ノズル浸漬深さが大きすぎ
ても、小さすぎても、浸漬ノズル２から吐出される溶鋼の流動量や流速が変化したときに
、鋳型内での溶鋼の流動状態が大きく変化するため、溶鋼流の適切な制御が難しくなるた
めである。すなわち、ノズル浸漬深さが２３０ｍｍ未満では、浸漬ノズル２から吐出され
る溶鋼の流動量や流速が変化したときに、ダイレクトに溶鋼表面（メニスカス）が変動し
、表面の乱れが大きくなってモールドフラックスの巻き込みが起こり易くなり、一方、２
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９０ｍｍを超えると、溶鋼の流動量などが変動したときに、下方への流速が大きくなって
非金属系介在物や気泡の潜り込みが大きくなる傾向がある。
【００５２】
　図５は、本発明法において、浸漬ノズル２のノズル浸漬深さの影響（モールドフラック
ス性欠陥および気泡性欠陥に及ぼす影響）を調べた結果を示すものであり、浸漬ノズルの
溶鋼吐出孔の溶鋼吐出角度α：１５°、スラブ幅：１２００ｍｍ、スラブ厚さ：２６０ｍ
ｍ、鋳造速度：１．８ｍ／分、上部磁極の直流磁界の強度：０．１２Ｔ、下部磁極の直流
磁界の強度：０．３８Ｔの鋳造条件による試験結果を示している。その他の鋳造条件は、
浸漬ノズル内径：８０ｍｍ、浸漬ノズルの各溶鋼吐出孔の開口面積：４９００ｍｍ２（７
０ｍｍ＊７０ｍｍ）、浸漬ノズル内壁面からの不活性ガス吹き込み量：１２Ｌ／ｍｉｎ、
使用したモールドフラックスの粘度（１３００℃）：０．６ｃｐである。
　鋳造されたスラブについて、超音波探傷装置を用い、スラブ表層２～３ｍｍの深さ位置
に存在する粒径が概ね８０μｍ以上の気泡性欠陥およびモールドフラックス性欠陥の個数
を測定し、欠陥発生の程度を指数化したものである。図５によれば、本発明法において、
特に、浸漬ノズル２のノズル浸漬深さを２３０～２９０ｍｍとすることにより、気泡性欠
陥、モールドフラックス性欠陥がより効果的に低減していることが判る。
【００５３】
　また、浸漬ノズル２のノズル内径、すなわち溶鋼吐出孔２０の位置でのノズル内径は７
０～９０ｍｍとすることが好ましい。浸漬ノズル２の内側にアルミナなどが部分的に付着
した場合に、浸漬ノズル２から吐出する溶鋼に偏流（幅方向での流速の対称性が悪くなる
）が生じることがあり、ノズル内径が７０ｍｍ未満では、そのような場合に偏流が極端に
大きくなる恐れがある。このような極端な偏流が生じると、鋳型内での溶鋼流の制御が適
切に行えなくなる。一方、浸漬ノズル２に流れる溶鋼量の調整は、浸漬ノズル２の上方の
スライディングノズルの開度調整により行われるが、ノズル内径が９０ｍｍを超えるとノ
ズル内部に溶鋼が充填されない部分が生じる恐れがあり、この場合も上記と同じような極
端な偏流が生じ、鋳型内での溶鋼流の制御が適切に行えなくなる恐れがある。
【００５４】
　図６は、本発明法において、浸漬ノズル２のノズル内径の影響（モールドフラックス性
欠陥に及ぼす影響）を調べた結果を示すものであり、浸漬ノズルの溶鋼吐出孔の溶鋼吐出
角度α：１５°、スラブ幅：１３００ｍｍ、スラブ厚さ：２６０ｍｍ、鋳造速度：２．５
ｍ／分、上部磁極の直流磁界の強度：０．１６Ｔ、下部磁極の直流磁界の強度：０．３８
Ｔの鋳造条件による試験結果を示している。その他の鋳造条件は、浸漬ノズルのノズル浸
漬深さ：２６０ｍｍ、浸漬ノズルの各溶鋼吐出孔の開口面積：４９００ｍｍ２（７０ｍｍ
＊７０ｍｍ）、浸漬ノズル内壁面からの不活性ガス吹き込み量：１２Ｌ／ｍｉｎ、使用し
たモールドフラックスの粘度（１３００℃）：０．６ｃｐである。
　鋳造されたスラブについて、超音波探傷装置を用い、スラブ表層２～３ｍｍの深さ位置
に存在する粒径が概ね８０μｍ以上のモールドフラックス性欠陥の個数を測定し、欠陥発
生の程度を指数化したものである。図６によれば、本発明法において、特に、浸漬ノズル
２のノズル内径を７０～９０ｍｍとすることにより、モールドフラックス性欠陥がより効
果的に低減していることが判る。
【００５５】
　また、浸漬ノズル２の各溶鋼吐出孔２０の開口面積は３６００～８２００ｍｍ２とする
ことが好ましい。この溶鋼吐出孔２０の開口面積が、本発明の効果に影響を及ぼすのは、
溶鋼吐出孔２０の開口面積が小さすぎると溶鋼吐出孔２０から吐出される溶鋼流速が大き
くなりすぎ、逆に開口面積が大きすぎると溶鋼流速が小さすぎ、いずれの場合も鋳型内の
溶鋼流の流速を適正化しにくくなるからである。
　図７は、本発明法において、浸漬ノズル２の各溶鋼吐出孔の開口面積の影響（モールド
フラックス性欠陥および気泡性欠陥に及ぼす影響）を調べた結果を示すものであり、浸漬
ノズルの溶鋼吐出孔の溶鋼吐出角度α：１５°、スラブ幅：１３００ｍｍ、スラブ厚さ：
２６０ｍｍ、鋳造速度：２．０ｍ／分、上部磁極の直流磁界の強度：０．１４Ｔ、下部磁
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極の直流磁界の強度：０．３８Ｔの鋳造条件による試験結果を示している。その他の鋳造
条件は、浸漬ノズルのノズル浸漬深さ：２６０ｍｍ、浸漬ノズル内径：８０ｍｍ、浸漬ノ
ズル内壁面からの不活性ガス吹き込み量：１２Ｌ／ｍｉｎ、使用したモールドフラックス
の粘度（１３００℃）：０．６ｃｐである。
【００５６】
　鋳造されたスラブについて、超音波探傷装置を用い、スラブ表層２～３ｍｍの深さ位置
に存在する粒径が概ね８０μｍ以上の気泡性欠陥およびモールドフラックス性欠陥の個数
を測定し、欠陥発生の程度を指数化したものである。図７によれば、本発明法において、
特に、浸漬ノズル２の各溶鋼吐出孔２０の開口面積を３６００～８２００ｍｍ２とするこ
とにより、気泡性欠陥、モールドフラックス性欠陥がより効果的に低減していることが判
る。
【００５７】
　また、その他の好ましい鋳造条件は以下のとおりである。
　使用するモールドフラックスは、１３００℃での粘度が０．４～１０ｃｐのものが好ま
しい。モールドフラックスの粘度が高すぎると、円滑な鋳造に支障をきたす恐れがあり、
一方、モールドフラックスの粘度が低すぎるとモールドフラックスの巻き込みが生じやす
くなる。
　本発明を実施するには、制御用コンピュータを用い、鋳造するスラブ幅、鋳造速度、浸
漬ノズルの溶鋼吐出孔の水平方向から下向きの溶鋼吐出角度などに基づき、上部磁極及び
下部磁極の各直流磁場用コイルに通電すべき直流電流値を、予め設定された対照表または
数式により求め、その直流電流を通電することにより、上部磁極および下部磁極に各印加
する直流磁界の強度を自動制御することが好ましい。また、上記電流値を求める基礎とす
る鋳造条件には、浸漬ノズルの浸漬深さ（但し、メニスカスから溶鋼吐出孔上端までの距
離）、スラブ厚や浸漬ノズルの内壁面からの不活性ガス吹き込み量を加えてもよい。
【００５８】
　図８は、鋳型内溶鋼の表面乱流エネルギー、凝固界面流速（溶鋼－凝固シェル界面での
流速）、表面流速、凝固界面気泡濃度（溶鋼－凝固シェル界面での気泡濃度）を示す概念
図である。
　溶鋼の表面乱流エネルギーは、下式で求められるｋ値の空間平均値であり、流体力学で
定義される３次元ｋ-εモデルによる数値解析の流動シミュレーションによって定義され
る。このとき、浸漬ノズルの溶鋼吐出角度、ノズル浸漬深さ、体積膨張を考慮した不活性
ガス（例えば、Ａｒ）吹き込み速度を考慮すべきである。例えば、不活性ガス吹き込み速
度が１５ＮＬ／分のときの体積膨張率は６倍となる。すなわち、数値解析モデルとは、運
動量、連続の式、乱流ｋ－εモデルと磁場ローレンツ力をカップリングし、ノズル吹き込
みリフト効果を考慮したモデルである。（文献：「数値流体力学ハンドブック」（平成15
年3月31日発行）のp.129～の２方程式モデルの記載に基づく）
【００５９】
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【数１】

【００６０】
　凝固界面流速（溶鋼－凝固シェル界面での溶鋼流速）は、メニスカスの下方５０ｍｍで
且つ固相率ｆｓ＝０．５の位置での溶鋼流速の空間平均値とする。ここで、凝固界面流速
については、凝固潜熱、伝熱を考慮し、さらに溶鋼粘度の温度依存性をも考慮すべきであ
る。本発明者等による詳細な計算によると、固相率ｆｓ＝０．５の凝固界面流速はデンド
ライト傾角測定（ｆｓ＝０）の1／２の流速に相当することが判った。すなわち、計算上
でｆｓ＝０．５で凝固界面流速０．１ｍ／ｓであれば、鋳片のデンドライト傾角（ｆｓ＝
０）の凝固界面流速は０．２ｍ／ｓとなる。なお、鋳片のデンドライト傾角（ｆｓ＝０）
の凝固界面流速は、凝固前面の固相率ｆｓ＝０の位置の凝固界面流速を測定していること
になる。ここで、デンドライト傾角とは、鋳片表面に対する法線方向に対し、表面から厚
み方向に伸びているデンドライトの一次枝の傾角である。（文献：鉄と鋼，第61年（1975
），第14号「連続鋳片の大型介在物と柱状晶成長方向との関係」，p.2982－2990）
【００６１】
　表面流速は、溶鋼表面（浴面）での溶鋼流速の空間平均値とする。これも前述の３次元
数値解析モデルで定義される。ここで、表面流速は浸漬棒による抗力測定値と一致するが
、本定義ではこれの面積平均位置となるので、数値計算より算出できる。
　具体的には、表面乱流エネルギー、凝固界面流速及び表面流速の数値解析は、以下によ
り実施できる。すなわち、数値解析モデルとして、磁場解析及びガス気泡分布に連成させ
た運動量、連続の式、乱流モデル（ｋ－εモデル）を考慮したモデルを用い、例えば、汎
用流体解析プログラムFluent等により計算を行って求めることができる。（文献：Fluent
6.3のユーザーマニュアル（Fluent Inc.USA）の記載に基づく）
【００６２】
　表面乱流エネルギーは、モールドフラックスの巻き込みに大きな影響を与え、表面乱流
エネルギーが増加するとモールドフラックスの巻き込みが生じやすくなり、モールドフラ
ックス性欠陥が増加する。一方、表面乱流エネルギーが小さすぎると、モールドフラック
スの滓化が不十分となる。図９は、表面乱流エネルギーと表面欠陥率（後述する実施例と
同様の手法で測定されたコイル長さ１ｍ当たりの欠陥個数）との関係を示すものであり、
他の条件は、凝固界面流速：０．０８～０．１５ｍ／ｓ、表面流速：０．０５～０．３０
ｍ／ｓ、凝固界面気泡濃度：０．００８ｋｇ／ｍ３以下とした。図９によれば、表面乱流
エネルギーが０．００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２の範囲において、モールドフラック
スの巻き込みが効果的に抑えられ、且つモールドフラックスの滓化も問題がない。
【００６３】
　表面流速もモールドフラックスの巻き込みに大きな影響を与え、表面流速が大きくなる
とモールドフラックスの巻き込みが生じやすくなり、モールドフラックス性欠陥が増加す
る。図１０は、表面流速と表面欠陥率（後述する実施例と同様の手法で測定されたコイル
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長さ１ｍ当たりの欠陥個数）との関係を示すものであり、他の条件は、表面乱流エネルギ
ー：０．００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２、凝固界面流速：０．０８～０．１５ｍ／ｓ
、凝固界面気泡濃度：０．００８ｋｇ／ｍ３以下とした。図１０によれば、表面流速が０
．３０ｍ／ｓ以下において、モールドフラックスの巻き込みが効果的に抑えられている。
したがって、表面流速は０．３０ｍ／ｓ以下であることが好ましい。なお、表面流速が小
さすぎると、溶鋼表面の温度が低下する領域が発生し、モールドフラックスの溶融不足に
よるノロカミや溶鋼の部分的凝固を助長するため操業が困難となる。このため、表面流速
は０．０５ｍ／ｓ以上であることが好ましい。
【００６４】
　凝固界面流速は、凝固シェルによる気泡や介在物の捕捉に大きな影響を与え、凝固界面
流速が小さいと気泡や介在物が凝固シェルに捕捉されやすくなり、気泡性欠陥などが増加
する。一方、凝固界面流速が大きすぎると、生成した凝固シェルの再溶解が起こり凝固シ
ェルの成長を阻害する。最悪の場合はブレークアウトに繋がり操業の停止により生産性に
致命的な問題を引き起こす。図１１は、凝固界面流速と表面欠陥率（後述する実施例と同
様の手法で測定されたコイル長さ１ｍ当たりの欠陥個数）との関係を示すものであり、他
の条件は、表面乱流エネルギー：０．００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２、表面流速：０
．０５～０．３０ｍ／ｓ、凝固界面気泡濃度：０．００８ｋｇ／ｍ３以下とした。図１１
によれば、凝固界面流速が０．０８～０．１５ｍ／ｓの範囲において、凝固シェルによる
気泡の捕捉が効果的に抑えられ、且つ凝固シェルの成長阻害によるブレークアウト等の生
産性の問題を生じない。
【００６５】
　凝固界面流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂは、気泡の捕捉とモールドフラックスの巻き
込み両方に影響を与え、比Ａ／Ｂが小さいと気泡や介在物が凝固シェルに捕捉されやすく
なり気泡性欠陥などが増加する。一方、比Ａ／Ｂが大きすぎるとモールドパウダーの巻き
込みが生じやすくなり、モールドフラックス性欠陥が増加する。図１２は、比Ａ／Ｂと表
面欠陥率（後述する実施例と同様の手法で測定されたコイル長さ１ｍ当たりの欠陥個数）
との関係を示すものであり、他の条件は、表面乱流エネルギー：０．００１０～０．００
１５ｍ２／ｓ２、表面流速：０．０５～０．３０ｍ／ｓ、凝固界面流速：０．０８～０．
１５ｍ／ｓ、凝固界面気泡濃度：０．００８ｋｇ／ｍ３以下とした。図１２によれば、比
Ａ／Ｂが１．０～２．０で表面品質欠陥が特に良好となる。したがって、凝固界面流速Ａ
と表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂは１．０～２．０であることが好ましい。
【００６６】
　以上述べた点から、鋳型内の溶鋼の流動状態は、表面乱流エネルギー：０．００１０～
０．００１５ｍ２／ｓ２、表面流速：０．３０ｍ／ｓ以下、溶鋼－凝固シェル界面での流
速：０．０８～０．１５ｍ／ｓであることが好ましい。表面流速は０．０５～０．３０ｍ
／ｓであることがより好ましく、また、凝固界面流速Ａと表面流速Ｂとの比Ａ／Ｂは１．
０～２．０であることが好ましい。
　また、気泡性欠陥の発生に関与する他の因子としは、溶鋼－凝固シェル界面の気泡濃度
（以下、単に「凝固界面気泡濃度」という）があり、この凝固界面気泡濃度が適正に制御
されることにより、気泡の凝固界面での捕捉がより適切に抑えられる。
　凝固界面気泡濃度は、メニスカスの下方５０ｍｍで且つ固相率ｆｓ＝０．５の位置での
直径１ｍｍの気泡の濃度とし、前述の数値計算により定義される。ここで、計算上のノズ
ルへの吹き込み気泡個数ＮはＮ＝ＡＤ－５とし、Ａは吹き込みガス速度、Ｄは気泡径で計
算できる（文献：ISIJ Int. Vol.43（2003），No.10，p.1548－1555）。吹き込みガス速
度は、一般には５～２０Ｎｌ／ｍｉｎである。
【００６７】
　凝固界面気泡濃度は、気泡の捕捉に大きな影響を与え、気泡濃度が高いと凝固シェルに
捕捉される気泡量が増加する。図１３は、凝固界面気泡濃度と表面欠陥率（後述する実施
例と同様の手法で測定されたコイル長さ１ｍ当たりの欠陥個数）との関係を示すものであ
り、他の条件は、表面乱流エネルギー：０．００１０～０．００１５ｍ２／ｓ２、表面流
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速：０．０５～０．３０ｍ／ｓ、凝固界面流速：０．０８～０．１５ｍ／ｓとした。図１
３によれば、凝固界面気泡濃度が０．００８ｋｇ／ｍ３以下において、凝固シェルに捕捉
される気泡量が低レベルに抑えられている。したがって、凝固界面気泡濃度は０．００８
ｋｇ／ｍ３以下であることが好ましい。
　凝固界面気泡濃度は、鋳造するスラブ厚さと浸漬ノズルの内壁面からの不活性ガス吹き
込み量により制御でき、鋳造されるスラブ厚さを２２０ｍｍ以上、浸漬ノズルの内壁面か
らの不活性ガス吹き込み量を２５ＮＬ／分以下とすることが好ましい。
【００６８】
　浸漬ノズル２の溶鋼吐出孔２０から吐出される溶鋼は気泡を随伴しており、スラブ厚さ
が小さすぎると、溶鋼吐出孔２０から吐出される溶鋼流が鋳型長辺部側の凝固シェル５に
近づき、凝固界面気泡濃度が高くなり、凝固シェル界面に気泡が捕捉されやすくなる。特
に、スラブ厚さが２２０ｍｍ未満では、本発明のような溶鋼流の電磁流動制御を実施して
も、上記のような理由により気泡分布の制御が難しくなる。一方、スラブ厚さが３００ｍ
ｍを超えると、熱延工程の生産性が低くなる難点がある。このため鋳造されるスラブ厚さ
は２２０～３００ｍｍとすることが好ましい。
【００６９】
　浸漬ノズル２の内壁面からの不活性ガス吹き込み量が多くなると、凝固界面気泡濃度が
高くなり、凝固シェル界面に気泡が捕捉されやすくなる。特に、不活性ガス吹き込み量が
２０ＮＬ／分を超えると、本発明のような溶鋼流の電磁流動制御を実施しても、上記のよ
うな理由により気泡分布の制御が難しくなる。一方、不活性ガス吹き込み量が少なすぎる
とノズル閉塞を起こしやすく、却って偏流を大きくするために流速の制御が困難となる。
このため、浸漬ノズル２の内壁面からの不活性ガス吹き込み量は３～２５ＮＬ／分とする
ことが好ましい。
【００７０】
　次に、以上述べた本発明の連続鋳造法で鋳造されたスラブを用いた鋼板の製造方法につ
いて説明する。
　さきに述べたように、ブリスターと呼ばれる冷延鋼板の欠陥は、熱間圧延後の酸洗時に
鋼板に侵入し、冷間圧延後に鋼板内の非金属介在物、気泡、偏析、内部割れなどの部位に
滞留している水素が、焼鈍時の加熱とともに体積膨張して圧力を高め、加熱により軟化し
た鋼板を変形させたふくれ状の表面欠陥である。
　本発明者らは、このようなブリスターの発生と熱延鋼板の酸洗条件および冷間圧延条件
との関係について、さらには使用するスラブについて検討した結果、以下のような知見を
得た。
【００７１】
（1）酸洗終了直後の熱延鋼板中の水素濃度Ｈoは熱延鋼板の酸洗減量と良い相関があり、
このため、酸洗減量に基づいて酸洗終了直後の熱延鋼板中の水素濃度Ｈoを求めることが
できる。
（2）酸洗終了後、時間ｔ１（秒）を経過した時点ｐでの熱延鋼板中の水素濃度Ｈ１（質
量ppm）は、酸洗終了直後の熱延鋼板中の水素濃度Ｈo（質量ppm）と、酸洗終了後、当該
時点ｐまでの鋼板の最高表面温度Ｔ１（Ｋ）との関係で、下記（i）式により表すことが
できる。したがって、下記（i）式の時間ｔ１を「酸洗終了後、冷間圧延開始までの時間
ｔ」とし、最高表面温度Ｔ１を「酸洗終了後、冷間圧延開始前における鋼板の最高表面温
度Ｔ」とすれば、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈを求めることができる。
　Ｈ１＝Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ１＋ｔ１/100）｝　　…（i）
【００７２】
（3）ブリスターによる鋼板の表面品質不良が発生するか否かは、冷間圧延直前の鋼板中
の水素濃度Ｈと冷間圧延条件（圧下条件）で決まり、冷間圧延条件に応じて、ブリスター
による表面品質不良（表面品質不合格）が発生する「冷間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃
度Ｈc」が決まる。
（4）以上のことから、上記（i）式で求められる冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈが臨
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界水素濃度Ｈcにならないように、酸洗終了後から冷間圧延開始までの時間ｔ又／及び鋼
板の最高表面温度Ｔを制御することにより、ブリスターの発生を抑制し、ブリスターによ
る表面品質欠陥不良（表面品質不合格）の発生を防止することができる。
【００７３】
（5）上述した本発明の連続鋳造方法でスラブを鋳造することにより、非金属介在物やモ
ールドフラックスの巻き込みによる欠陥（所謂スリバー欠陥）を少なくできるとともに、
微小な気泡の巻き込みによる欠陥も少なくすることができるが、より微小な気泡（例えば
、気泡径５ｍｍ以下のもの）や介在物の巻き込みを確実に防止することは難しく、このよ
うな微小気泡や介在物が内部まで潜り込んで、これを起点として水素（Ｈ２）による膨れ
状欠陥（ブリスター欠陥）を引き起こす。このような課題に対して、本発明の連続鋳造法
と上記（4）の方法を組み合わせること、すなわち、上述した本発明の連続鋳造法で鋳造
されたスラブを圧延して得られた熱延鋼板を、上記（4）の条件で酸洗および冷間圧延す
ることにより、極めて微小な気泡や介在物の巻き込みに起因するブリスターを含む、気泡
および介在物やモールドフラックスの巻き込みに起因した表面欠陥が非常に少ない高品質
の鋼板を製造することができる。
【００７４】
　このような知見に基づく本発明の鋼板の製造法は、上述した本発明の連続鋳造法で鋳造
されたスラブを熱間圧延して熱延鋼板とし、この熱延鋼板を酸洗した後、冷間圧延するに
際し、下記（a）式を満足するように、時間ｔ又は／及び鋼板の最高表面温度Ｔを制御す
るものである。
　Ｈc/Ｈo＞ exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）｝　　…（a）
　　但し　Ｈo：酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度（質量ppm）
　　　　　Ｈc：冷間圧延条件により決まる、ブリスターによる表面品質不良が発生する
冷間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃度（質量ppm）
　　　　　ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始までの時間（秒）
　　　　　Ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始前における鋼板の最高表面温度Ｔ（Ｋ）（但し
、この鋼板表面温度は、酸洗終了後、冷間圧延前に鋼板を加熱した場合の鋼板表面温度を
含む。）
　以上のような鋼板の製造方法は、特に、酸洗～冷間圧延を連続して行う酸洗・冷間圧延
連続ライン（PPCMライン，PPCM；Pickling and Profile-Control Cold Mill）で実施され
る場合に効果的である。これは、このようなPPCMラインにおいて製造される鋼板に、特に
ブリスターが生じやすいからである。
【００７５】
　以下の説明において、鋼板の水素濃度の実測値は、鋼板を８００℃まで昇温し、鋼板か
ら放出された水素を質量分析装置で分析した値である。
　表２は、５つの酸洗槽が直列に配置された酸洗設備において、熱延鋼板を種々の条件で
酸洗し、鋼板の酸洗減量と酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度Ｈoを調べた結果を示してい
る。図１４は、その結果に基づき、酸洗減量と酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度Ｈoとの
関係を示したものである。酸洗条件には酸濃度、酸洗温度・時間があるが、表２に示すよ
うに、酸洗条件による酸洗減量の依存性は見られない。これは、酸洗前の鋼板の表面状態
（スケール厚み等）によって酸洗減量が変わるためであると考えられる。一方、酸洗終了
直後の鋼板中の水素濃度Ｈoは、図１４に示すように、酸洗減量と良い相関が見られる。
したがって、酸洗減量に基づいて酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度Ｈoを求めることがで
きる。
【００７６】
　酸洗終了直後における熱延鋼板中の水素濃度Ｈoと、同じく鋼板表面温度Ｔ０をそれぞ
れ測定するとともに、この熱延鋼板が酸洗終了から時間ｔ１を経過した時点での鋼板中の
水素濃度Ｈ１を測定したところ、表３の結果が得られた。この表３の結果から、酸洗を終
了した熱延鋼板からは経時的に水素が放出され、熱延鋼板中の水素濃度Ｈo（質量ppm）、
同じく水素濃度Ｈ１（質量ppm）、時間ｔ１（秒）及び鋼板表面温度Ｔ０（Ｋ）には、近
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似的に下記（ii）式の関係があることが判った。図１５に、Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ０

＋ｔ１/100）｝と酸洗終了から時間ｔ１を経過した時点での鋼板中の水素濃度Ｈ１との関
係を示す。ここで、鋼板中の水素濃度Ｈ１が、時間ｔ１だけでなく、酸洗終了直後におけ
る鋼板表面温度Ｔ０にも影響を受ける理由は、水素の放出量は鋼板温度、特に到達最高温
度に影響（支配）され、上記試験条件では、酸洗終了直後が最も高い鋼板温度（到達最高
温度）であったことによる。
　Ｈ１＝Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ０＋ｔ１/100）｝　　…（ii）
　したがって、酸洗終了後、冷間圧延開始前に、鋼板を酸洗終了直後の鋼板温度よりも高
い温度に加熱した場合には、上記（ii）式の鋼板表面温度Ｔ０は、その加熱時の鋼板表面
温度（到達最高温度）ということになる。上記のとおり、酸洗を終了した熱延鋼板からの
水素の放出量は鋼板の到達最高温度に影響（支配）されるためである。
【００７７】
　以上のことから、酸洗終了後、時間ｔ１（秒）を経過した時点ｐでの熱延鋼板中の水素
濃度Ｈ１（質量ppm）は、酸洗終了直後の熱延鋼板中の水素濃度Ｈo（質量ppm）と、酸洗
終了後～当該時点ｐ間における鋼板の最高表面温度Ｔ１（Ｋ）との関係で、下記（i）式
により表せることが判った。したがって、下記（i）式の時間ｔ１を「酸洗終了後、冷間
圧延開始までの時間ｔ」とし、最高表面温度Ｔ１を「酸洗終了後、冷間圧延開始前におけ
る鋼板の最高表面温度Ｔ」とすれば、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈを求めることが
できる。
　Ｈ１＝Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ１＋ｔ１/100）｝　　…（i）
【００７８】
　一方、ブリスターによる表面品質不良が発生するか否かは、冷間圧延直前の鋼板中の水
素濃度Ｈと冷間圧延条件（圧下条件）で決まり、冷間圧延条件に応じて、ブリスターによ
る表面品質不良（表面品質不合格）が発生する「冷間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃度Ｈ
c」が決まることが判った。
　板厚４ｍｍの熱延鋼板を冷間圧延で種々の仕上げ板厚（冷間圧延の最終板厚）に圧延し
た場合について、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈと、冷間圧延での仕上げ板厚と、ブ
リスター欠陥発生個数を調査したところ、表４に示す結果が得られた。この結果に基づき
、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈとブリスター欠陥発生個数との関係を、冷間圧延の
仕上げ板厚で整理したものが図１６である。
【００７９】
　これによれば、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈがある値を超えると、ブリスター欠
陥は急激に増加することが判る。また、冷間圧延の仕上げ板厚が小さくなるほど（つまり
、冷間圧延の圧下量が大きくなるほど）、ブリスター欠陥が急激に増加する上記水素濃度
Ｈの値は小さくなることが判る。これは、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度Ｈが高いほど
、また、冷間圧延での圧下量が大きいほど、鋼板内に滞留した水素の内部圧力の上昇が大
きくなるためであると考えられる。ここで、一般に、ブリスター欠陥個数が０．０３５０
×１０－２個／ｍ程度を超えるとブリスター欠陥による表面品質不良が顕在化するように
なるので、「ブリスターによる表面品質不良の発生」（表面品質不合格）の指標を、例え
ば、ブリスター欠陥個数：０．０３５０×１０－２個／ｍ超とすることができる。
【００８０】
　以上の点から、ブリスターによる表面品質不良が発生する「冷間圧延直前の鋼板中の臨
界水素濃度Ｈc」を、冷間圧延条件（圧下条件）に応じて決めることが可能であることが
判った。具体的には、冷間圧延の圧下率で決まる仕上げ板厚に応じて、冷間圧延直前の鋼
板中の臨界水素濃度Ｈcを決めることができる。例えば、熱延鋼板の板厚が４ｍｍの場合
には、図１６の結果に基づいて、冷間圧延での各仕上げ板厚に応じて鋼板中の臨界水素濃
度Ｈcを以下のように定めることができる。
　　冷間圧延での仕上げ板厚　　　　鋼板中の臨界水素濃度Ｈc
　　　　１．８ｍｍ　　　　　　　　　０．０３０質量ppm
　　　　１．５ｍｍ　　　　　　　　　０．０２５質量ppm
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　　　　１．２ｍｍ　　　　　　　　　０．０２０質量ppm
【００８１】
　以上のことから、冷間圧延条件に応じて、冷間圧延直前の鋼板中の水素濃度が臨界水素
濃度Ｈcにならないように、酸洗終了後、冷間圧延開始までの時間ｔや鋼板の最高表面温
度Ｔを制御することにより、ブリスターによる表面品質不良の発生を防止できることにな
る。このため本発明では、熱延鋼板を酸洗した後、冷間圧延するに際し、下記（a）式を
満足するように、時間ｔ又は／及び鋼板の最高表面温度Ｔを制御するものである。
　Ｈc/Ｈo＞ exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）｝　　…（a）
　　但し　Ｈo：酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度（質量ppm）
　　　　　Ｈc：冷間圧延条件により決まる、ブリスターによる表面品質不良が発生する
冷間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃度（質量ppm）
　　　　　ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始までの時間（秒）
　　　　　Ｔ：酸洗終了後、冷間圧延開始前における鋼板の最高表面温度Ｔ（Ｋ）（但し
、この鋼板表面温度は、酸洗終了後、冷間圧延前に鋼板を加熱した場合の鋼板表面温度を
含む。）
　このような本発明法では、上述のようにして、冷間圧延条件（圧下条件）に応じた「冷
間圧延直前の鋼板中の臨界水素濃度Ｈc」を予め定めておく必要がある。また、酸洗量と
酸洗終了直後の鋼板中の水素濃度Ｈoとの関係についても、予め求めておくことが好まし
い。
　また、後述する実施例に示されるように、Ｈc値に対してＨo・exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ
/100）｝値が小さいほど、ブリスター欠陥発生の改善効果が大きく、とりわけ、両者の差
（＝Ｈc値－Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）｝値）が０．００５以上のものは、ブリ
スター欠陥の発生が特に顕著に抑えられるので、Ｈc値－Ｈo・exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/1
00）｝値を０．００５以上とすることが特に好ましい。
【００８２】
　熱延鋼板としては、上述した本発明の連続鋳造法で鋳造されたスラブを熱間圧延したも
のを用いるが、さきに（5）で述べたような理由により、極めて微小な気泡や介在物の巻
き込みに起因するブリスターを含む、気泡および介在物やモールドフラックスの巻き込み
に起因した表面欠陥が非常に少ない高品質の鋼板を製造することができる。
【００８３】
　本発明法を実施するには、例えば、酸洗後の鋼板をコイルの状態で室温で放置し、上記
（a）式を満足する時間ｔ後に冷間圧延を行う。また、酸洗後の熱延鋼板を加熱して鋼板
の最高表面温度Ｔを高めれば、上記（a）式を満足する時間ｔを短縮できるので、PPCMラ
インにも適用でき、生産性の向上を図ることができる。熱延鋼板の加熱には、ガスバーナ
ー加熱、電気ヒーター加熱、高周波誘導加熱などを適用できるが、その後冷間圧延を行う
ので、加熱は酸素分圧が制御された不活性ガス雰囲気中で行うことが好ましい。また、PP
CMラインに適用する場合は、ロール間距離を変えられるルーパーを用いればラインスピー
ドの調整は可能である。
【００８４】
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【表２】

【００８５】
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【表３】

【００８６】
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【表４】

【実施例】
【００８７】
［実施例１］
　図１および図２に示すような連続鋳造機、すなわち、鋳型外側（鋳型側壁の背面側）に
、鋳型長辺部を挟んで対向する１対の上部磁極と１対の下部磁極を備え、上部磁極の磁場
のピーク位置と下部磁極の磁場のピーク位置の間に浸漬ノズルの溶鋼吐出孔が位置する連
続鋳造機を用い、１対の上部磁極と１対の下部磁極に各々印加される直流磁界により溶鋼
流を制動する連続鋳造方法により、約３００トンのアルミキルド極低炭素鋼を鋳造した。
【００８８】
　浸漬ノズルからの吹き込み不活性ガスにはＡｒガスを使用し、このＡｒガスの吹き込み
量は、ノズル閉塞が起こらないようにスライディングノズルの開度に応じて、５～１２Ｎ
Ｌ／ｍｉｎの範囲内で調整した。連続鋳造機の仕様および他の鋳造条件は以下のとおりで
ある。
　連続鋳造機の仕様および他の鋳造条件は以下のとおりである。
　・浸漬ノズルの溶鋼吐出孔の溶鋼吐出角度α：１５°
　・浸漬ノズルの浸漬深さ：２３０ｍｍ
　・浸漬ノズルの溶鋼吐出孔の形状：サイズ７０ｍｍ×８０ｍｍの長方形状
　・浸漬ノズル内径：８０ｍｍ
　・浸漬ノズルの各溶鋼吐出孔の開口面積：５６００ｍｍ２

　・使用したモールドフラックスの粘度（１３００℃）：２．５ｃｐ
【００８９】
　表５に示す化学成分の溶鋼を、表６～表１５に示すような条件で連続鋳造した。
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　溶鋼の化学成分は、ＲＨ真空脱ガス装置での精錬終了時に溶鋼から採取した試料の分析
値を用い、溶鋼のトータル酸素濃度は、鋳型への注入開始前にタンディッシュ内の溶鋼か
ら試料を採取し、この試料の化学分析値を使用した。
　連続鋳造されたスラブを熱間圧延および冷間圧延して鋼板とし、この鋼板に合金化溶融
亜鉛めっき処理を施した。この合金化溶融亜鉛めっき鋼板について、オンライン表面欠陥
計で表面欠陥を連続的に測定し、そのなかから欠陥形態（外観）あるいはＳＥＭ分析、Ｉ
ＣＰ分析等によりスリバー欠陥（モールドフラックス性欠陥、気泡性欠陥、介在物性欠陥
）およびブリスター欠陥を判別し、コイル長さ１ｍ当たりの欠陥個数に基づき、Ｚｎめっ
き後欠陥を下記基準で評価した。その結果を、表６～表１５に併せて示す。
　○：欠陥個数０．０１個以下
　△：欠陥個数０．０１個超、０．０５個以下
　×：欠陥個数０．０５個超、０．１０個以下
　××：欠陥個数０．１０個超
　なお、スラブ幅が１７００ｍｍを超えるスラブを鋳造する実施例については、実機の結
果に基づくシミュレーションによるデータを示した。
【００９０】
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【００９１】
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【表６】

【００９２】
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【表７】

【００９３】



(36) JP 4821932 B2 2011.11.24

10

20

30

【表８】

【００９４】
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【表９】

【００９５】
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【表１０】

【００９６】
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【表１１】

【００９７】
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【表１２】

【００９８】
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【表１３】

【００９９】
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【表１４】

【０１００】
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【表１５】

【０１０１】
［実施例２］
　実施例１と同様の設備および方法（連続鋳造機、Ａｒガス吹き込み条件、モールドフラ
ックス条件など）で、表５のNo.２の化学成分の溶鋼を表１６に示すような条件で連続鋳
造した。
　連続鋳造されたスラブを熱間圧延、酸洗および冷間圧延して鋼板とし、この鋼板に合金
化溶融亜鉛めっき処理を施した。表１６に示す実施例のうち、No.１～No.３、No.９～No.
１１の実施例では、酸洗終了後、同表に示す時間ｔの間そのまま室温で放置した後、冷間
圧延を行った。一方、その他の実施例では、酸洗設備と冷間圧延設備との間に電気ヒータ
ー式の加熱炉が設置されたＰＰＣＭラインを用い、酸洗終了後、Ａｒガス雰囲気とした前
記加熱炉で鋼板表面温度Ｔまで加熱し、その後、冷間圧延を行った。
【０１０２】
　製造された合金化溶融亜鉛めっき鋼板について、オンライン表面欠陥計で表面欠陥を連
続的に測定し、そのなかから欠陥形態（外観）あるいはＳＥＭ分析、ＩＣＰ分析等により
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スリバー欠陥（モールドフラックス性欠陥、気泡性欠陥、介在物性欠陥）およびブリスタ
ー欠陥を判別し、コイル長さ１ｍ当たりの欠陥個数に基づき、Ｚｎめっき後欠陥（トータ
ルのＺｎめっき後欠陥）を［実施例１］と同じ基準で評価した。また、Ｚｎめっき後欠陥
のうちブリスター欠陥を下記基準で評価した。それらの結果を表１６に併せて示す。
　◎：ブリスター欠陥個数が０．０２００×１０－２個以下
　○：ブリスター欠陥個数が０．０２００×１０－２個超、０．０２５０×１０－２個以
下
　△：ブリスター欠陥個数が０．０２５０×１０－２個超、０．０３５０×１０－２個以
下
　×：ブリスター欠陥個数が０．０３５０×１０－２個超
【０１０３】
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【表１６】

【０１０４】
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　本実施例のNo.１～No.１６は、いずれも本発明の連続鋳造条件を満足している。一方、
No.２、No.３、No.５、No.７、No.８、No.１０、No.１１、No.１３、No.１５、No.１６は
、本発明の鋼板の製造条件である（a）式を満足しているのに対し、No.１、No.４、No.６
、No.９、No.１２、No.１４は（a）式を満足していない。本実施例によれば、本発明の鋼
板の製造条件である（a）式を満足するものは、ブリスター欠陥の発生がより効果的に抑
えられることが判る。
　また、Ｈc値に対してＨo・exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）｝値が小さいほど、ブリスタ
ー欠陥発生の改善効果が大きく、とりわけ、Ｈc値とＨo・exp｛－0.002×（Ｔ＋ｔ/100）
｝値との差が０．００５以上のものは、ブリスター欠陥の発生が特に顕著に抑えられてい
ることが判る。
【符号の説明】
【０１０５】
　１　鋳型
　２　浸漬ノズル
　３a，３b　上部磁極
　４a，４b　下部磁極
　５　凝固シェル
　６　メニスカス
　１０　鋳型長辺部
　１１　鋳型短辺部
　２０　溶鋼吐出孔
　２１　底部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】
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